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About

日本における独立系シンクタンク
持続可能な社会の実現ために、調査分析・対話・コ

ミュニケーションを通じて政策と行動を促進

領域：気候政策・外交・金融・地域支援

科学と政治と社会をつなぐ統合的なアプローチで

さまざまなアクターの脱炭素への取り組みを支援



急速に進む温暖化
IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第6次評価報告書
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世界の化石燃料起源のCO2排出量

出典：Our World in Data

“人間活動が原因であることは
疑いの余地がない”

出典：Climate Integrate

これまでに1.1℃上昇



5

今後の温暖化で
極端現象は一層深刻に

このままでは
2.8℃上昇
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我々は気候地獄に向か
う高速道路でアクセル
を踏み続けている

地球沸騰時代
に突入した
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日本の人々の低い危機意識

日経新聞 2023.7.15記事

気候変動が人々や地球を脅かすことを極度
に、またはとても心配していると答えた人
（16-25歳）

日本は11カ国中、最低の16%

日本でもさまざまな影響が出ているのに
なぜこのような状況に？



目標：気温上昇を1.5°Cに抑制

世界全体で必要な削減量（2019年比）

• 温室効果ガス
2030年まで 43%削減
2050年まで 84%削減

• CO2
2030年まで 50%削減
2050年まで 実質ゼロ

国連環境計画事務局長のことば(2022.10.27)

“段階的アプローチは選択肢
ではない。必要なのは経済社
会の根本的な変革”
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最大の原因は化石燃料利用
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石油

世界の化石燃料起源のCO2排出量

石炭

ガス

2030

特に石炭からのCO2排出は急速な削減が必要



めざすべきは2050年ネットゼロ = カーボンニュートラル
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科学に基づく
 

2030年に60%以上の削減

化石燃料依存から脱却

弱い立場にある人・
影響を受ける人を支援

参加・対話を通じて
未来を選ぶ
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日本の温室効果ガス排出量と2050年ネットゼロ

出典：温室効果ガスインベントリに加筆



日本のCO2排出の主な要因 ー排出の最大の原因は石炭火力発電とクルマ
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出典：Japan Beyond Coal出典：総合エネルギー統計等より作成

石炭火力：169基稼働中・2基新増設中

石炭火力

24%

運輸

17%

LNG火力

15%

鉄鋼業

11%

その他産業

15%

家庭・業務

10%

その他

8%

CO排出量の内訳（2020年）
CO2排出量の内訳（2021年）



12

バークレー研究所のシナリオ 2035年に77%再エネ転換可能

• CO2 92%削減
• 化石燃料費 85%削減
• コスト 6%削減（燃料比高騰前比）
• コスト 35%削減（燃料費高騰後比）

日本で大きく再エネを増やすことは
可能である
（特に洋上風力に大きな可能性）
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動画「横須賀を守る、地球を守る 〜住⺠たちの願い〜」

横須賀石炭火力発電所 (65万kWx 2基）

年間726万トンCO2排出
＝約200万世帯の排出量
（参考：長野県85万世帯）

石炭火力・ガス火力の利用を減らす

日本の最大の排出要因



（参考）豪州から日本に石炭が来るまで
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採掘

陸上輸送
海上輸送

森林伐採・環境汚染

⼤気汚染

海洋環境破壊

輸出
温暖化・
⼤気・⽔汚染
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再生可能エネルギーを増やす

• 太陽光・風力・小水力：燃料費がかからず、地域で導入でき、環境にやさしい
• コストが急速に低下
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エネルギー転換の可能性

日本に再生可能エネルギーの可能性は豊富にある
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再生可能エネルギーの拡大は、確実で、安く、安全

住宅用の太陽光発電の発電単価と電灯価格

出典：自然エネルギー財団

• 太陽光や風力などは、燃
料費 がタダで、どこでも
得られ、環境にやさしい

• コストが急速に安くなっ
ている（太陽光の発電単
価は購入電力価格より安
い）
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（参考）太陽光発電の経済性 –東京都の場合
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再生可能エネルギーの拡大は、確実で、安く、安全

• 風力発電の急速なコスト
低下の見通し

（2019年10月のカーボント
ラッカーシナリオ）



再エネ発電（太陽光・風力）

電気分解→水素・メタンガス

再び電力へ

蓄電

電気→モビリティ電気→熱

熱利用・冷暖房
（ヒートポンプなど）

家庭部門 業務部門 産業部門 運輸部門

電気自動車（EV）
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エネルギー ＝ エネルギー効率化・省エネ

省資源・低炭素資材・木材利用・
長寿命化・断熱・高気密・パッシブ

スリム化・高効率化 小型化・軽量化・高効率化

建物 システム・設備・機器 輸送機関

工場 オフィス
ボイラー 熱交換器 配管

エアコン 冷蔵ケース サーバー
マンション アパート

飛行機 船舶

トラック 車 鉄道

戸建

[住宅]

[非住宅] [製造ライン・プラント・機材]

電化エネルギーマネジメント 再エネ

• 省エネ・高効率化と電化・再エネで、電気・熱の化石燃料利用を減らす

出典：Climate Integrate
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山形のエネルギー

洋上
風力

陸上
風力

バイ
オマ
ス太陽

光
年間400万トン以上の
CO2排出
（100万世帯分に相当）
2010年よりバイオマス
を混焼、年5000トンの
CO2削減と説明
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カーボンニュートラルの取り組みは「新しい経済社会」づくり

出典：Climate Integrate「2035年電力システム脱炭素化への政策転換」



インフラ・仕事・コミュニティが変わるー「公正な移行」へ

• 「企業」のイノベーションより、影響を受ける「人」「コミュニティ」への支援
• 化石燃料からの移行で影響を受ける労働者・地域の転換を支援

24出典：気候ネットワーク

ニュージーランド・タラキナ地方・住民参加で2050年ロードマップ作成



酒田市のエネルギーのこれからを考える視点
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• 人口減少対策と重ね合わせた地域づくり（健康・交通）

• 魅力ある仕事づくり（若い世代・女性にとって）と地域活性化

• 再生可能エネルギーの供給拠点としての発展

• 洋上風力発電産業とその出入り口としての酒田港の役割

• 脱石炭火力

• 再エネ・サプライチェーン人材育成

• カーボンニュートラルと観光
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Change is Possible!

ありがとうございました


